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４． 参考資料 

（１） 関連する計画・条例 

帰宅困難者に対する防災対策は、主として東京都地域防災計画（平成26年修正）に定

めがあるほか、東京都震災対策条例（平成12年東京都条例第202号）、品川区防災対策

基本条例（平成26年4月1日）に基づくものがある。 

① 東京都地域防災計画

ア 帰宅困難者対策の施策体系

a. 首都直下地震帰宅困難者等対策協議会

都は、国と共に東日本大震災の教訓を踏まえ、首都圏自治体、鉄道、通信事業

者、民間団体等からなる協議会を、平成23年9月に設置し、平成24年9月に最終報

告およびガイドラインを取りまとめた。 

取りまとめられたガイドライン（平成24年9月10日）   

・「事業所における帰宅困難者対策ガイドライン」   

・「大規模な事業者や駅等における利用者保護ガイドライン」  

・「一時滞在施設の確保及び運営のガイドライン」   

・「帰宅困難者等への情報提供ガイドライン」   

・「駅前滞留者対策ガイドライン」 

b. 東京都帰宅困難者対策実施計画の策定

都は、平成24年11月に、帰宅困難者対策の事業方針や行政の支援策等を取りま

とめた「東京都帰宅困難者対策実施計画」を策定した。 

c. 東京都帰宅困難者対策条例の施行

都は、都民、事業者、行政等のそれぞれの役割に応じた帰宅困難者対策への取

り組みを明文化した東京都帰宅困難者対策条例を平成25年4月に施行した。 

d. 一時滞在施設の確保

都は、都立施設200ヶ所を一時滞在施設（約7万人分）として指定し、備蓄品の

配備を行うとともに、都と一時滞在施設間の情報連絡体制の整備等を行った。 

e. 帰宅支援ステーションの整備

混乱収拾後の帰宅支援のため、災害時帰宅支援ステーションを10,752ヶ所確保

した。（平成27年12月21日現在） 
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② 東京都震災対策条例

ア 事業所防災計画の作成について

東京都震災対策条例（平成12年東京都条例第202号）第10条において「事業者は、

その事業活動に関して震災を防止するため、都および区市町村が作成する地域防災

計画を基準として、事業所単位の防災計画（以下「事業所防災計画」という。）を

作成しなければならない。」と規定している。 

先述の東京都帰宅困難者対策条例の施行（平成25年4月）に合わせて、「東京都

震災対条例に基づく事業所防災計画に関する告示」（平成13年東京消防庁告示第2

号）の一部改正が行われた。 

■事業所防災計画とは

事業所防災計画は、東京都震災対策条例第10条に基づき、地震の被害を軽減する

ため事業所単位で作成する防災計画で、都内の事業者は、「①震災に備えての事前

計画②震災時の活動計画③施設再開までの復旧計画」について定めることとされて

いる。 

「東京都震災対策条例に基づく事業所防災計画に関する告示」の一部改正にあた

り追加された項目は、以下のとおりである。 

１「震災に備えての事前計画」の項目 

①家族等との安否確認のための連絡手段の確保に関すること。

②従業員、児童、生徒等及び他の在館者（従業員等）の一斉帰宅の抑制に関すること。

２「震災時の活動計画」の項目 

①家族等との安否確認の実施に関すること。

②従業員等の施設内における待機及び安全な帰宅のための活動に関すること。 

改正にあたり、東京消防庁は事業所防災計画の見直しの呼びかけや指導を行うこ

ととしている。 
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（２） 大井町駅周辺帰宅困難者対策協議会アンケート 

大井町駅周辺帰宅困難者対策協議会の構成員に対し、各事業所における帰宅困難者

対策に関するアンケート調査を実施した。  

① アンケート実施概要

アンケート実施概要は、以下のとおりである。

・配布日時 

平成27年4月28日「大井町駅周辺帰宅困難者対策協議会設立総会」にて配布 

・配布先 

大井町駅周辺帰宅困難者対策協議会構成員 25団体 

・回答社数 

19団体／25団体 
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